
４. 財 政 健 全 化 指 標 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成19年度決算から健全化判

断比率及び資金不足比率を算出し、監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会に報告

し、かつ、公表することが義務づけられた。 

令和元年度についても、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されず、実質公債費

比率及び将来負担比率も、早期健全化基準に比べ大幅に低い数値であり、健全な財政状況

を示すものとなっている。また、公営企業を対象とする資金不足比率についても、前年同

様に算定されていない。 

指 標 名 R 元算定比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － 11.25％ 20.00％ 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 16.25％ 30.00％ 

実 質 公 債 費 比 率  3.3％  25.0％  35.0％ 

将 来 負 担 比 率 60.1％ 350.0％ 

資金不足比率

水 道 事 業 －  20.0％ 

公 共 下 水 道 事 業 －  20.0％ 

病 院 事 業 －  20.0％ 

宅 地 造 成 事 業

（富士山フロント工業団地第２期整備事業）
－  20.0％ 

 ※ 実質赤字比率･連結実質赤字比率･資金不足比率は、黒字の場合は「－」で表示 

【参考】平成28～30年度決算に基づく健全化判断比率 

指 標 名 H30 算定比率 H29 算定比率 H28 算定比率 

実 質 赤 字 比 率 － － － 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － － 

実 質 公 債 費 比 率  3.1％  3.0％  2.5％ 

将 来 負 担 比 率 51.0％ 59.5％ 61.2％ 



（1）実質赤字比率 

    ～普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

○一般会計等の実質赤字額：一般会計及び普通会計に属する特別会計における実質赤字の額 

 ※ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰越額（△2,714,681千円） 

○標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額（50,084,394千円） 

（2）連結実質赤字比率 

 ～全会計を対象とした実質赤字及び資金不足額の標準財政規模に対する比率 

○連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

イ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合

計額（0円） 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額（0円） 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合

計額（2,872,026千円） 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

（4,426,591千円） 

 ※（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）＝（0＋0）－（2,872,026＋4,426,591）＝△7,298,617（千円） 

（3）実質公債費比率 

～普通会計の地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

○準元利償還金：イからホまでの合計額      

イ 満期一括償還地方債は、償還期間を30年とする元金均等年賦方式による1年当たりの 

元金償還相当額 

ロ 一般会計等から普通会計以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還財源に

充てたと認められるもの 

ハ 一般会計等から組合・地方開発事業団への負担金・補助金のうち、組合等が起こした

地方債の償還財源に充てたと認められるもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

一般会計等の実質赤字額（△2,714,681） 
実質赤字比率 ＝ ＝△5.42％≦0 

標準財政規模（50,084,394） 

連結実質赤字額（△7,298,617） 
連結実質赤字比率 ＝ ＝△14.57％≦0 

標準財政規模（50,084,394） 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額） 
実質公債費比率 ＝ 

（３か年平均） 標準財政規模－元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額



(6,671,887＋2,337,423)－(2,314,649＋5,303,712) 
※ 平成30年度 ＝ ＝ 3.1％ 

50,132,822－5,303,712 

上記より  ３か年平均 ＝（3.3％＋3.1％+3.5％）÷３ ＝  3.3％ 

（4）将来負担比率 

 ～普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

○将来負担額：イからチまでの合計額（113,455,406千円） 

  イ 普通会計の決算年度末の地方債現在高（82,185,397千円） 

  ロ 普通会計の債務負担行為に基づく支出予定額（2,319,988千円） 

  ハ 普通会計以外の会計の地方債元金償還に充てる普通会計の負担見込額 

（14,569,595千円）

  ニ 一部事務組合等の地方債元金償還に充てる普通会計の負担見込額（455,674千円） 

  ホ 退職手当支給予定額のうち、普通会計の負担見込額（13,924,752千円） 

  ヘ 設立法人の負債のうち､財務状況等を勘案した普通会計の負担見込額（0円） 

  ト 連結実質赤字額（0円） 

  チ 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち普通会計の負担見込額（0円） 

○充当可能基金額：内山財産基金を除く基金の決算年度末残高（13,874,779千円） 

○特定財源見込額：都市計画税収､市営住宅使用料の合計額（25,002,392千円） 

○地方債現在高等に係る基準財政需要額見込額（47,521,355千円） 

○元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額（5,077,445千円） 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

      地方債現在高等に係る基準財政需要額見込額） 
将来負担比率 ＝ 

標準財政規模－元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額

113,455,406－(13,874,779＋25,002,392＋47,521,355) 
将来負担比率 ＝ 

50,084,394－5,077,445 
＝60.1％ 

(6,593,278＋2,418,084)－(2,086,544＋5,450,774) 
※ 平成29年度 ＝ ＝ 3.3％ 

49,559,876－5,450,774 

(6,667,100＋2,158,485)－(2,180,099＋5,077,445) 
※ 令和元年度 ＝ ＝ 3.5％ 

50,084,394－5,077,445 



（5）資金不足比率 

 ～公営企業の経営指標として「事業の規模」に対する「資金の不足額」の比率 

○資金の不足額      

  〔法適用企業〕 （流動負債－建設改良費に充てる翌年度償還企業債）＋建設改良費以

外の企業債現在高－流動資産－解消可能資金不足額 

〔法非適用企業〕（歳出額＋建設改良費以外の企業債現在高－歳入額）－解消可能資

金不足額 

※解消可能資金不足額 

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金不足が生じる場合に、資金の不 

足額から控除する一定の額 

（例）未供用の事業用資産がある場合の減価償却費の控除 

○事業の規模      

  〔法適用企業〕  営業収益額－受託工事収益額      

  〔法非適用企業〕 資本＋負債（宅地造成事業） 

各会計ごとの資金不足比率 

資金の不足額 
資金不足比率 ＝ 

事業の規模 

(800,000＋0－800,000)－0 

〔 宅地造成事業（富士山フロント工業団地第２期整備事業） 〕 

0＋0 

＝   －％ ≦ 0 

〔 公共下水道事業 〕 

2,791,352－0 
＝ △44.1％ ≦ 0 

 (2,914,669－2,468,909)＋0－1,675,944－0 

(1,740,123－495,193)＋0－2,738,022－0 

〔 水  道  事  業 〕 

3,270,799－22,158 

＝ △46.0％ ≦ 0 

(2,525,260－669,427)＋0－3,559,148－0 

〔 病  院  事  業 〕 

13,092,982－0 

＝ △13.0％ ≦ 0 


